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        公布された条例のあらまし         

 

◇鳥取県石綿健康被害防止条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

 大気汚染防止法等の一部が改正され、石綿を含有する全ての建築材料が規制対象とされたほか、特定粉じ

ん排出に係る規制基準の適用対象が拡がったこと等に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 解体等工事の元請業者（現行 解体等工事を施工しようとする者）は、当該工事の発注者及び下請負人

（現行 発注者）に対し、事前調査結果を説明しなければならないものとする。 

(２) 届出対象特定工事等に伴い廃棄物として処理される石綿含有材料等の種類等を知事に届け出た元請業者

は、当該工事における特定粉じん排出等作業が完了し、発注者にその結果の報告を行ったときは、当該報告

に係る報告書の写しを知事に提出しなければならないこととする。 

(３) その他所要の規定の整備を行う。 

(４) 施行期日等 

  ア 施行期日は、令和３年４月１日とする。 

  イ 所要の経過措置を講ずる。 

  ウ 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例について、所要の規定の整備を行う。 

 

◇鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

県営住宅の老朽化及び町への無償譲渡に伴い、県営住宅を廃止する。 

２ 条例の概要 

(１) 次のとおり、県営住宅を廃止する。 

名称 位置 廃止の理由 

ほきもと団地 鳥取市佐治町葛谷 施設の老朽化 

智頭第２団地 八頭郡智頭町大字山根 智頭町へ無償譲渡 

中南団地 八頭郡八頭町南 八頭町へ無償譲渡 

(２) 施行期日は、令和３年４月１日とする。 

 

◇鳥取県福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部が改正され、政令で定める特別特定

建築物に公立小学校等が追加されたことに伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 特別特定建築物の建築主等の基準適合義務の対象となる建築の規模について定めた別表について、所要

の規定の整備を行う。  

 (２) 施行期日は、令和３年４月１日とする。 

 

◇鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

市街化調整区域内の空家の利活用を推進し、及び空家の放置を防止するため、住宅建築等の許可の基準を緩

和する。 

２ 条例の概要 

(１) 市街化を促進しない開発行為として、次の目的で行う開発行為を加える。 

 ア 建築後５年以上経過し、現に居住その他の使用がなされていない空家又は空家等対策の推進に関する特
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別措置法の規定の適用を受け除却された空家の敷地に新設する自己用住宅に居住する目的 

 イ 次の場合において、農業、林業又は漁業を営む者の居住の用に供する建築物の建築の用に供するものと

して開発許可を受けることなく建設された自己用住宅であって建築後５年以上居住その他の使用がなされ

たものを増築し、又は改築する目的 

  (ア) 当該自己用住宅の居住者が農業、林業又は漁業を営む者でなくなった場合 

  (イ) 相続により当該自己用住宅を承継した者が居住する場合 

(２) 施行期日等 

 ア 施行期日は、令和３年４月１日とする。 

 イ 所要の経過措置を講じる。 

 

◇鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

(１) 家畜改良増殖法施行規則の一部が改正され、家畜人工授精所の開設の許可証の書換交付及び再交付につ

いて定められたことに伴い、これらの交付に関する事務について新たに手数料を徴収する。 

(２) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 次のとおり新たに手数料を徴収する。 

 ア 家畜人工授精所の開設の許可証の書換交付 １件につき1,700円 

 イ 家畜人工授精所の開設の許可証の再交付 １件につき1,700円 

(２) 次のとおり手数料の額を引き下げる 

 ア 非住宅部分の床面積が300平方メートル以上、1,000平方メートル未満の工場等以外の建築物の新築に係

る建築物エネルギー消費性能確保計画に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定 １件につき268,000

円（簡易評価法の場合は、104,000円）（現行 346,000円（簡易評価法の場合は、137,000円）） 

 イ 非住宅部分の床面積が300平方メートル以上、1,000平方メートル未満の工場等の新築に係る建築物エネ

ルギー消費性能確保計画に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定 １件につき29,000円（簡易評価法

の場合は、25,000円）（現行 40,000円（簡易評価法の場合は、35,000円）） 

  (３) 条例の規定中引用する建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の条項を改める。 

(４) 施行期日は、公布の日とする(１)に関する事項を除き、令和３年４月１日とする。 

 

◇鳥取県監査委員条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 知事は、財務に関する事務等の適切な管理及び執行を確保するための方針及びこれに基づき整備した体

制について評価した報告書を、翌年度９月10日までに監査委員に提出し、その審査に付さなければならない

こととする。 

(２) 施行期日は、公布の日とする。 
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条 例 

鳥取県石綿健康被害防止条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月30日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第18号 

   鳥取県石綿健康被害防止条例の一部を改正する条例 

 

 鳥取県石綿健康被害防止条例（平成17年鳥取県条例第67号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

目次 

 第１章～第３章 略 

 第４章 石綿粉じん排出等作業等の規制（第７条―

第10条の２） 

 第５章 雑則（第10条の３―第15条） 

 第６章 略 

 附則 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１)～(４) 略 

(５) 石綿粉じん排出等作業 大気汚染防止法（昭

和43年法律第97号。以下「法」という。）第２条

第11項に規定する特定粉じん排出等作業のうち規

則で定める特定建築材料に係るものをいう。 

 

 

 (６) 特定建築物等 学校、病院、百貨店、店 

舗、事務所、共同住宅等の用に供される相当程

度の規模を有する建築物で多数の者が使用し、

又は利用し、かつ、その維持管理について環境

衛生上特に配慮が必要なものとして規則で定め

るもの（多数の者が使用し、又は利用する部分

に吹付け石綿が使用されているものに限る。）

をいう。 

 (７) 県特定工事 特定工事のうち規則で定めるも

のをいう。 

(８) 県届出対象特定工事 県特定工事のうち規

則で定めるものをいう。 

(９) 県作業基準 石綿粉じん排出等作業に伴う

石綿の粉じんの大気中への排出又は飛散を防止

するための基準として規則で定めるものをい

目次 

 第１章～第３章 略 

 第４章 石綿粉じん排出等作業等の規制（第７条  

―第10条） 

 第５章 雑則（第10条の２―第15条） 

 第６章 略 

 附則 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１)～(４) 略 

(５) 石綿粉じん排出等作業 石綿含有材料等が使

用されている建築物等に係る解体等作業のうち、

大気汚染防止法（昭和43年法律第97号。以下

「法」という。）第２条第11項に規定する特定粉

じん排出等作業（以下「特定粉じん排出等作業」

という。）に該当しないものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 作業基準 石綿粉じん排出等作業に伴う石綿

の粉じんの大気中への排出又は飛散を防止するた

めの基準として規則で定めるものをいう。 
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う。 

  

 

 

 

２ 前項に定めるもののほか、この条例において使

用する用語の意義は、法で使用する用語の例によ

る。 

 

（県の責務） 

第３条 県は、特定建築材料の使用の状況等に関する

情報を収集し、特定建築材料が使用された建築物等

の解体等作業を把握するとともに、石綿による県民

の健康に係る被害を防止するための施策を策定し、

これを実施するものとする。 

２ 略 

 

（事業者がとるべき措置等） 

第４条 特定建築材料を取り扱う事業者（以下「事業

者」という。）は、その事業活動を行うに当たって

は、石綿が人の健康を損なうおそれがあるものであ

ることを認識し、特定粉じん排出等作業その他の行

為を行う場合には、石綿の粉じんにさらされる労働

者及び周辺住民の健康に係る被害を防止するため、

当該粉じんの大気中への排出又は飛散を防止するた

めの措置を講じなければならない。 

２ 略 

３ 事業者は、その事業活動において、特定粉じん排

出等作業その他の行為により、石綿の粉じんが大気

中へ排出され、又は飛散したおそれがあると認める

場合には、その飛散の状況を調査するとともに、周

辺住民の不安を解消するための措置を講じなければ

ならない。 

４ 略 

 

（建築物等の所有者等がとるべき措置等） 

第５条 略 

２ 特定建築物等の所有者等は、規則で定めるところ

により、当該特定建築物等における大気中の石綿の

粉じんの飛散の状況を調査し、その結果を記録する

とともに、これを公表しなければならない。 

 

 

 

 

 

(７) 発注者等 発注者（建設工事（他の者から請

け負ったものを除く。）の注文者をいう。以下同

じ。）又は建設工事を請負契約によらないで自ら

施工する者をいう。 

 

 

 

 

（県の責務） 

第３条 県は、石綿含有材料等の使用の状況等に関す

る情報を収集し、石綿含有材料等が使用された建築

物等の解体等作業を把握するとともに、石綿による

県民の健康に係る被害を防止するための施策を策定

し、これを実施するものとする。 

２ 略 

 

（事業者がとるべき措置等） 

第４条 石綿含有材料等を取り扱う事業者（以下「事

業者」という。）は、その事業活動を行うに当たっ

ては、石綿が人の健康を損なうおそれがあるもので

あることを認識し、石綿粉じん排出等作業その他の

行為を行う場合には、石綿の粉じんにさらされる労

働者及び周辺住民の健康に係る被害を防止するた

め、当該粉じんの大気中への排出又は飛散を防止す

るための措置を講じなければならない。 

２ 略 

３ 事業者は、その事業活動において、石綿粉じん排

出等作業その他の行為により、石綿の粉じんが大気

中へ排出され、又は飛散したおそれがあると認める

場合には、その飛散の状況を調査するとともに、周

辺住民の不安を解消するための措置を講じなければ

ならない。 

４ 略 

 

（建築物等の所有者等がとるべき措置等） 

第５条 略 

２ 学校、病院、百貨店、店舗、事務所、共同住宅等

の用に供される相当程度の規模を有する建築物で多

数の者が使用し、又は利用し、かつ、その維持管理

について環境衛生上特に配慮が必要なものとして規

則で定めるもの（多数の者が使用し、又は利用する

部分に吹付け石綿が使用されているものに限る。以

下「特定建築物等」という。）の所有者等は、規則

で定めるところにより、当該特定建築物等における
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３ 略 

 

（事前調査の実施） 

第６条の２ 法第18条の15第１項の規定による調査

は、同条に定めるところによるほか、規則で定める

ところにより行い、その結果を保存するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事前調査結果の説明等） 

第６条の３ 解体等工事の元請業者は、当該解体等工

事が次に掲げる工事に該当するときは、規則で定め

るところにより、当該解体等工事の発注者及び下請

負人に対し、それぞれに定める事項その他規則で定

める事項を書面に記載して、これらの事項について

説明しなければならない。 

 

 

 

(１) 略 

(２) 県届出対象特定工事 石綿粉じん排出等作業

の対象となる建築物等の構造 

 

 

 

 

 

 

（事前調査結果の報告） 

第６条の４ 吹付け石綿が使用されている可能性の高

大気中の石綿の粉じんの飛散の状況を調査し、その

結果を記録するとともに、これを公表しなければな

らない。 

３ 略 

 

（事前調査の実施） 

第６条の２ 解体等作業を伴う建設工事（以下「解体

等工事」という。）を施工しようとする者は、規則

で定めるところにより、当該解体等工事に係る建築

物等における石綿含有材料等の使用の有無につい

て、あらかじめ目視、設計図書の確認、材料の分析

等による調査を行い、当該調査（法第18条の17第１

項の規定による調査を含む。）の結果を記録し、こ

れを保存しなければならない。 

２ この条例の規定の適用については、石綿障害予防

規則（平成17年厚生労働省令第21号）第３条第１項

又は第２項の規定による調査は、前項の規定による

調査とみなす。 

３ 解体等工事の発注者は、当該解体等工事を施工し

ようとする者が行う第１項の規定による調査に要す

る費用を適正に負担することその他当該調査に関し

必要な措置を講ずることにより、当該調査に協力し

なければならない。 

 

（事前調査結果の説明等） 

第６条の３ 解体等工事（他の者から請け負ったもの

に限る。）を施工しようとする者は、規則で定める

ところにより、当該解体等工事の発注者に対し、前

条第１項の規定による調査の結果について、規則で

定める事項を記載した書面を交付して説明しなけれ

ばならない。この場合において、当該解体等工事が

次に掲げる工事に該当するときは、それぞれに定め

る事項その他規則で定める事項を書面に記載して、

これらの事項について説明しなければならない。 

(１) 略 

(２) 第７条第１項に規定する届出対象工事 同項

第４号から第７号までに掲げる事項 

２ 前条第１項の規定による調査を行った者は、当該

調査に係る解体等工事を施工するときは、規則で定

めるところにより、当該調査の結果その他規則で定

める事項を、当該解体等工事の場所において公衆に

見やすいように掲示しなければならない。 

 

（事前調査結果の報告） 

第６条の４ 吹付け石綿が使用されている可能性の高
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い建築物等として規則で定めるものを解体する作業

を伴う建設工事（以下「報告対象工事」という。）

の発注者又は自主施工者は、当該作業の開始の日の

14日前までに、規則で定めるところにより、次に掲

げる事項を知事に報告しなければならない。ただ

し、災害その他非常の事態の発生により当該作業を

緊急に行う必要がある場合は、この限りでない。 

 (１)～(４) 略 

 (５) 吹付け石綿に係る法第18条の15第１項の規定

により実施した調査の方法及び結果 

  

(６) 略 

２ 前項ただし書の場合において、当該報告対象工事

の発注者又は自主施工者は、速やかに、同項各号に

掲げる事項を知事に報告しなければならない。 

３ 略 

 

（解体等作業の一時停止等） 

第６条の５ 知事は、法第18条の15第３項若しくは第

４項の規定による記録の保存又は前条第１項の規定

による報告を行わないで解体等工事が施工されてい

ると認めるときは、元請業者若しくは下請負人又は

自主施工者に対し、期限を定めて、解体等作業を一

時停止し、法第18条の15第１項の規定による調査の

結果を知事に報告するよう勧告することができる。 

２ 知事は、前項の規定により勧告を受けた者が当該

勧告に従わないで解体等作業を行っているときは、

期限を定めて、当該解体等作業を一時停止し、法第

18条の15第１項の規定による調査の結果を知事に報

告するよう命ずることができる。 

 

３ 略 

 

（県届出対象特定工事の実施の届出） 

第７条 県届出対象特定工事の発注者又は自主施工者

は、石綿粉じん排出等作業の開始の日の14日前まで

に、次に掲げる事項を知事に届け出なければならな

い。ただし、災害その他非常の事態の発生により石

綿粉じん排出等作業を緊急に行う必要がある場合

は、この限りでない。 

 

 

 

 (１) 略 

(２) 請負契約による場合にあっては、元請業者又

い建築物等として規則で定めるものを解体する作業

を伴う建設工事（以下「報告対象工事」という。）

の発注者等は、当該作業の開始の日の14日前まで

に、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

知事に報告しなければならない。ただし、災害その

他非常の事態の発生により当該作業を緊急に行う必

要がある場合は、この限りでない。 

 (１)～(４) 略 

 (５) 吹付け石綿に係る第６条の２第１項又は法第

18条の17第１項の規定により実施した調査の方法

及び結果 

 (６) 略  

２ 前項ただし書の場合において、当該報告対象工事

の発注者等は、速やかに、同項各号に掲げる事項を

知事に報告しなければならない。 

３ 略 

 

（解体等作業の一時停止等） 

第６条の５ 知事は、第６条の２第１項の規定による

記録の保存又は前条第１項の規定による報告を行わ

ないで解体等工事が施工されていると認めるとき

は、解体等工事を施工する者に対し、期限を定め

て、解体等作業を一時停止し、第６条の２第１項又

は法第18条の17第１項の規定による調査の結果を知

事に報告するよう勧告することができる。 

２ 知事は、前項の規定により勧告を受けた者が当該

勧告に従わないで解体等作業を行っているときは、

期限を定めて、当該解体等作業を一時停止し、第６

条の２第１項又は法第18条の17第１項の規定による

調査の結果を知事に報告するよう命ずることができ

る。 

３ 略 

 

（石綿粉じん排出等作業の実施の届出） 

第７条 石綿の粉じんが大気中に排出され、又は飛散

するおそれが高い石綿粉じん排出等作業として規則

で定めるものを伴う建設工事（以下「届出対象工

事」という。）の発注者等は、石綿粉じん排出等作

業の開始の日の14日前までに、規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を知事に届け出なければな

らない。ただし、災害その他非常の事態の発生によ

り石綿粉じん排出等作業を緊急に行う必要がある場

合は、この限りでない。 

 (１) 略 

(２) 届出対象工事を施工する者の氏名又は名称及
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は下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名 

(３) 県届出対象特定工事の場所 

(４)～(８) 略 

２ 前項ただし書の場合において、当該県届出対象特

定工事の発注者又は自主施工者は、速やかに、同項

各号に掲げる事項を知事に届け出なければならな

い。 

３ 略 

４ 知事は、第１項又は第２項の規定による届出が 

あった場合において、当該届出の内容が県作業基準

に適合しないと認めるときは、当該届出をした者に

対し、当該届出の内容を県作業基準に適合するもの

に変更することを勧告することができる。 

 

（基準遵守義務） 

第７条の２ 県特定工事の元請業者若しくは下請負人

又は自主施工者は、法第18条の14に規定する作業基

準及び県作業基準を遵守しなければならない。 

 

 

（特定工事に係る掲示） 

第７条の３ 特定工事の元請業者又は自主施工者は、

特定粉じん排出等作業の開始の日の７日前から終了

する日までの間、作業の種類その他の規則で定める

事項を当該工事を行う場所の見やすい箇所に掲示し

なければならない。 

２ 特定工事の元請業者又は自主施工者は、前項の規

定により掲示した事項に変更が生じたときは、遅滞

なく、掲示の内容を修正しなければならない。 

 

 

 

（改善命令等） 

第８条 知事は、県特定工事の施工に伴う石綿の粉じ

んの処理又は飛散の防止の方法が県作業基準に適合

していないと認めるときは、県特定工事の元請業者

若しくは下請負人又は自主施工者に対し、期限を定

めて、当該石綿粉じん排出等作業に伴う石綿の粉じ

んの処理若しくは飛散の防止の方法の改善を勧告

し、又は当該石綿粉じん排出等作業の一時停止を勧

告することができる。 

２・３ 略 

 

（発注者の配慮) 

び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

(３) 届出対象工事の場所 

(４)～(８) 略 

２ 前項ただし書の場合において、当該届出対象工事

の発注者等は、速やかに、同項各号に掲げる事項を

知事に届け出なければならない。 

 

３ 略 

４ 知事は、第１項又は第２項の規定による届出が 

あった場合において、当該届出の内容が作業基準に

適合しないと認めるときは、当該届出をした者に対

し、当該届出の内容を作業基準に適合するものに変

更することを勧告することができる。 

 

（基準遵守義務） 

第７条の２ 石綿粉じん排出等作業を伴う建設工事

（以下「特定工事」という。）を施工する者は、当

該石綿粉じん排出等作業について、作業基準を遵守

しなければならない。 

 

（石綿粉じん排出等作業に係る掲示） 

第７条の３ 特定工事を施工する者は、石綿粉じん排

出等作業の開始の日の７日前から終了する日までの

間、作業の種類その他の規則で定める事項を当該工

事を行う場所の見やすい箇所に掲示しなければなら

ない。 

２ 特定工事を施工する者は、前項の規定により掲示

した事項に変更が生じたときは、遅滞なく、掲示の

内容を修正しなければならない。 

３ 前２項の規定は、法第18条の15第１項に規定する

特定工事を施工する者について準用する。 

 

（改善命令等） 

第８条 知事は、特定工事の施工に伴う石綿の粉じん

の処理又は飛散の防止の方法が作業基準に適合して

いないと認めるときは、特定工事を施工する者に対

し、期限を定めて、当該石綿粉じん排出等作業に伴

う石綿の粉じんの処理若しくは飛散の防止の方法の

改善を勧告し、又は当該石綿粉じん排出等作業の一

時停止を勧告することができる。 

 

２・３ 略 

 

（発注者の配慮) 
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第９条 県特定工事の発注者は、当該県特定工事を施

工する者に対し、施工方法、工期、工事費その他当

該特定工事の請負契約に関する事項について、県作

業基準の遵守を妨げるおそれのある条件を付さない

ように配慮しなければならない。 

 

（処理予定量等の届出等） 

第10条 届出対象特定工事及び県届出対象特定工事

（以下「届出対象特定工事等」という。）の元請業

者若しくは下請負人又は自主施工者は、届出対象特

定工事等の開始の日の14日前までに、規則で定める

ところにより、届出対象特定工事等に伴い廃棄物と

して処理される石綿含有材料等の種類、処理量及び

処理の方法（処理を委託する場合にあっては、その

相手方の名称、所在地等を含む。）を知事に届け出

なければならない。ただし、災害その他非常の事態

の発生により届出対象特定工事等を緊急に行う必要

がある場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合において、当該届出対象特定

工事等を施工する者は、速やかに、同項に規定する

事項を知事に届け出なければならない。 

 

 

 

 

 

（作業終了等の報告） 

第10条の２ 前条の届出をした者は、特定粉じん排出

等作業の終了後、規則で定めるところにより、石綿

含有材料等の処理の状況を知事に報告しなければな

らない。この場合において、当該届出をした者が法

第18条の23第１項の規定による特定工事の発注者へ

の報告を行うべき者であるときは、当該特定工事の

発注者への報告に係る報告書の写しを知事に提出し

なければならない。 

 

（通報） 

第10条の３ 次に掲げる事実を知った者は、その旨を

知事に通報することができる。 

(１) 法第18条の15第５項の規定による掲示が行わ

れずに解体等工事が施工されていること。 

  

(２) 略 

 (３) 第７条第１項又は法第18条の17第１項の規定

による届出が行われずに届出対象特定工事等が施

第９条 特定工事の発注者は、当該特定工事を施工す

る者に対し、施工方法、工期、工事費その他当該特

定工事の請負契約に関する事項について、作業基準

の遵守を妨げるおそれのある条件を付さないように

配慮しなければならない。 

 

（処理予定量等の届出等） 

第10条 届出対象工事又は法第18条の15第１項に規定

する特定工事（以下「届出対象工事等」という。）

を施工しようとする者は、届出対象工事等の開始の

日の14日前までに、規則で定めるところにより、届

出対象工事等に伴い廃棄物として処理される石綿含

有材料等の種類、処理量及び処理の方法（処理を委

託する場合にあっては、その相手方の名称、所在地

等を含む。）を知事に届け出なければならない。た

だし、災害その他非常の事態の発生により届出対象

工事等を緊急に行う必要がある場合は、この限りで

ない。 

２ 前項ただし書の場合において、当該届出対象工事

等を施工する者は、速やかに、同項に規定する事項

を知事に届け出なければならない。 

３ 前２項の規定による届出をした者は、石綿含有材

料等の処理が終了する都度、規則で定めるところに

より、当該処理の状況に関する報告書を作成し、こ

れを知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通報） 

第10条の２ 次に掲げる事実を知った者は、その旨を

知事に通報することができる。 

(１) 第６条の２第１項の規定による調査の結果の

記録の保存が行われずに解体等工事が施工されて

いること。 

(２) 略 

 (３) 第７条第１項又は法第18条の15第１項の規定

による届出が行われずに届出対象工事等が施工さ
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工されていること。 

(４) 作業基準又は県作業基準を遵守せずに特定粉

じん排出等作業が実施されていること。 

 

 

 

（立入検査等） 

第11条 知事は、法第26条第１項の規定に定めるとこ

ろによるほか、次に掲げる場合には、建築物等の所

有者等、解体等工事の発注者、元請業者若しくは下

請負人若しくは自主施工者に対し、必要な報告若し

くは資料の提出を求め、又はその職員に、建築物等

若しくは解体等工事の場所、営業所、事業所その他

の事業場に立ち入り、その建築物等、書類その他の

物件を検査させることができる。 

 (１) 次に掲げる報告等を受けた場合において、石

綿の飛散等に伴う健康被害を防止するため必要が

あると認めるとき。 

ア・イ 略 

ウ 第10条第１項若しくは第２項の規定による届

出 

エ 第10条の２の規定による報告 

オ 略 

 (２)・(３) 略  

２・３ 略 

れていること。 

(４) 作業基準を遵守せずに石綿粉じん排出等作業

が実施され、又は法第18条の14に規定する作業基

準を遵守せずに特定粉じん排出等作業が実施され

ていること。 

 

（立入検査等） 

第11条 知事は、法第26条第１項の規定に定めるとこ

ろによるほか、次に掲げる場合には、建築物等の所

有者等、解体等工事の発注者若しくは解体等工事を

施工する者に対し、必要な報告若しくは資料の提出

を求め、又はその職員に、建築物等若しくは解体等

工事の場所に立ち入り、その建築物等、書類その他

の物件を検査させることができる。 

 

 (１) 次に掲げる報告等を受けた場合において、石

綿の飛散等に伴う健康被害を防止するため必要が

あると認めるとき。 

ア・イ 略 

ウ 第10条第１項若しくは第２項の規定による届

出又は同条第３項の規定による報告 

 

エ 略 

(２)・(３) 略  

２・３ 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の鳥取県石綿健康被害防止条例第４条、第５条及び第６条の２から第11条までの規定は、この条例の

施行の日から起算して14日を経過する日以後に着手する建設工事（改正前の鳥取県石綿健康被害防止条例第６

条の４第１項若しくは第２項の規定による報告がされた報告対象工事、第７条第１項若しくは第２項の規定に

よる届出がされた届出対象工事又は第10条第１項若しくは第２項の規定による届出がされた届出対象工事等で

あって、同日前に着手していないもの（以下この項において「報告等がされた未着手の工事」という。）を除

く。）について適用し、同日前に着手した建設工事（報告等がされた未着手の工事を含む。）については、なお

従前の例による。 

３ この条例の施行前にした行為及び前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの条例

の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正） 

４ 鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年鳥取県条例第35号）の一部を次のよう

に改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
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別表（第２条関係） 

事務 市町村等 

 略 

10の２ 鳥取県石綿健康被害防止条

例（平成17年鳥取県条例第67号）

に基づく事務のうち、次に掲げる

もの 

(１)～(12) 略 

(13) 第10条の３の規定による通

報の受理 

(14)～(17) 略 

鳥取市 

 略 
 

別表（第２条関係） 

事務 市町村等 

 略 

10の２ 鳥取県石綿健康被害防止条

例（平成17年鳥取県条例第67号）

に基づく事務のうち、次に掲げる

もの 

(１)～(12) 略 

(13) 第10条の２の規定による通

報の受理 

(14)～(17) 略 

鳥取市 

 略 
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鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月30日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第19号 

鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例（昭和34年鳥取県条例第49号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表第１（第２条の２関係） 

名称 位置 

 略 

西郷団地 鳥取市河原町中井 

 略 

智頭第１団地 八頭郡智頭町大字智頭 

 略 

隼団地 八頭郡八頭町見槻中 

 略 

 
 

 

別表第１（第２条の２関係） 

名称 位置 

 略 

西郷団地 鳥取市河原町中井 

ほきもと団地 鳥取市佐治町葛谷 

 略 

智頭第１団地 八頭郡智頭町大字智頭 

智頭第２団地 八頭郡智頭町大字山根 

 略 

隼団地 八頭郡八頭町見槻中 

中南団地 八頭郡八頭町南 

 略 

 
 

別表第２（第26条関係） 

名称 管理を行わせる者 

倉田団地 高草団地 西 

品治団地 湖南団地 美 

穂第１団地 円通寺団地   

国安南団地 宇倍野第

２団地 西郷団地 宝木

団地 

鳥取市 

土師百井団地 船岡団地 

隼団地 

八頭町 

智頭第１団地 杉の香団

地 

智頭町 

 略 
 

別表第２（第26条関係） 

名称 管理を行わせる者 

倉田団地 高草団地 西

品治団地 湖南団地 美

穂第１団地 円通寺団地     

国安南団地 宇倍野第

２団地 西郷団地 ほき

もと団地 宝木団地 

鳥取市 

土師百井団地 船岡団地 

隼団地 中南団地 

八頭町 

智頭第１団地 智頭第２

団地 杉の香団地 

智頭町 

 略 
 

  

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 鳥取県福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月30日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第20号 

鳥取県福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例 

 

 鳥取県福祉のまちづくり条例（平成20年鳥取県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表第１（第14条関係） 

区  分 規 模 

小学校、中学校、

義務教育学校若し

くは中等教育学校

（前期課程に係る

ものに限る。）で

公立のもの（以下

「公立小学校等」

という。） 

令第18条第２項

第５号に定める

基準を適用する

場合（以下「エ

レベーターの場

合」という。） 

床 面 積 の

合計1,000

平 方 メ ー

トル以上 

その他の建築物

移動等円滑化基

準（令第14条第

１項に定める基

準を除く。）を

適用する場合 

全て 

特別支援学校 エレベーターの

場合 

 

 

 

 

床 面 積 の

合計1,000

平 方 メ ー

トル以上 

 略 

 略 

公立小学校等、特

別支援学校、各種

学校又は専修学校

以外の学校 

 略 

 略 

備考 略 

 

 

別表第１（第14条関係） 

区  分 規 模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援学校 

 

 

 

令第18条第２項

第５号に定める

基準を適用する

場合（以下「エ

レベーターの場

合」という。） 

床面積の

合計1,000

平方メー

トル以上 

 略 

 略 

特別支援学校、各

種学校又は専修学

校以外の学校 

 略 

 略 

備考 略 

   附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和３年３月30日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第21号 

鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例（平成21年鳥取県条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

略 略 

６ 既存の建築物等を増

築し、又は改築する目

的 

既存の建

築物等の敷

地又はその

隣接地の区

域 

略 ６ 既存の建築物等を

増築し、又は改築す

る目的 

既存の建

築物等の敷

地又はその

隣接地（公

共の用に供

される道路

その他の施

設によって

当該敷地と

隔てられて

いる土地で

あって、当

該施設の敷

地が存在し

ないものと

した場合に

は当該既存

の建築物等

の敷地に隣

接すること

となるもの

を含む。）

の区域 

略 

略 略 

12 次のいずれかに該当

する建築物に居住する

目的（当該建築物に居

住しようとする者が、

当該建築物の所在する

市町村の区域内に他に

自己用住宅とすること

空家の敷

地の区域又

は除却され

た空家の敷

地若しくは

その隣接地

の区域 

建築基準

法別表第２

(い)項第１

号又は第２

号に掲げる

建築物（除

却された空

12 次のいずれかに該

当する者が、建築後

５年以上経過し、現

に居住その他の使用

がなされていない建

築物（以下「空家」

という。）に居住す

空家の敷

地の区域 

建築基準

法別表第２

(い)項第１

号に掲げる

建築物 
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ができる建築物を所有

しておらず、かつ、当

該市町村の市街化区域

内にその建設が可能な

土地も所有していない

場合に限る。） 

(１) 建築後５年以上

経過し、現に居住そ

の他の使用がなされ

ていない建築物（以

下 「 空 家 」 と い

う。） 

(２) 空家等対策の推

進に関する特別措置

法(平成26年法律第

127号)第14条第１項

に基づく助言若しく

は指導がなされ除却

された空家又は同条

第10項前段の規定に

より除却された空家

（以下「除却された

空家」という。）の

敷地に新たに建設す

る自己用住宅 

家の敷地に

建設する場

合は、敷地

の面積が除

却された空

家の敷地面

積 の 1.5 倍

を超えず、

かつ、延床

面積が除却

された空家

の延床面積

の２倍を超

えないもの

に限る。） 

る目的（その者又は

その同居者が、当該

空家の所在する市町

村の区域内に他に自

己用住宅とすること

ができる建築物を所

有しておらず、か

つ、当該市町村の市

街化区域内にその建

設が可能な土地も所

有していない場合に

限り、第１号に掲げ

る者（農業者を除

く。）にあっては、

当該空家の所有権を

取得する場合に限

る。） 

(１) 県内に移住し

ようとする者であ

って、過去５年間

県内に居住したこ

とがないもの 

(２) 現に耕作する

農地の存する市町

村に移住しようと

する農業者であっ

て、過去５年間当

該市町村に居住し

たことがないもの 

13 次に掲げる場合にお

いて、法第29条第１項

第２号に該当すること

により同項の許可を受

けることなく建設され

た自己用住宅であっ

て、建築後５年以上居

住その他の使用がなさ

れたものを増築し、又

既存の建

築物の敷地

又はその隣

接地の区域 

建 築 基

準法別表第

２(い)項第

１号又は第

２号に掲げ

る 建 築 物

（敷地の面

積が既存の

建築物の敷
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は改築する目的 

(１) 当該自己用住宅

の居住者が法第29条

第１項第２号に規定

する者に該当しなく

なった場合 

(２) 相続により当該

自己用住宅を承継し

た者が居住する場合 

地 面 積 の

1.5倍を超

え ず 、 か

つ、延床面

積が既存の

建築物の延

床面積の２

倍を超えな

いものに限

る。） 

備考 この表において「隣接地」とは、既存の建築

物、既存の建築物等又は除却された空家の敷地に

隣接する土地及び公共の用に供される道路その他

の施設によって当該敷地と隔てられている土地で

あって、当該施設の敷地が存在しないものとした

場合に当該敷地に隣接することとなるものをい

う。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の規定は、この条例の施

行の日以後にされる開発許可の申請について適用し、同日前にされた開発許可の申請については、なお従前の

例による。 
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鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月30日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第22号 

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(222) 略 

(222の２) 家畜改良増殖法施行規則第38条第１項

の規定に基づく家畜人工授精所の開設の許可証の

書換交付 １件につき1,700円 

(222の３) 家畜改良増殖法施行規則第39条第１項

の規定に基づく家畜人工授精所の開設の許可証の

再交付 １件につき1,700円 

(223)～(315の６) 略 

(315の７) 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成27年法律第53号。以下「建築物

省エネ法」という。）第12条第１項又は第13条第

２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確

保計画に係る建築物エネルギー消費性能適合性判

定 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 工場等（工場その他知事が定める建築物をい

う。以下この号及び次号において同じ。）でな

い非住宅部分及び工場等である非住宅部分を有

する建築物の新築に係るもの 次の(ア)及び

(イ)に定める額を合計した額

(ア) 次の表の左欄に掲げる工場等でない非住

宅部分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 略 

２ 300平方メートル以

上、1,000平方メート

ル未満

３ 1,000平方メートル以

上、2,000平方メート

ル未満

 略 

１件につき268,000円

（簡易評価法の場合

は、104,000円） 

１件につき346,000円

（簡易評価法の場合

は、137,000円） 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請その

他の行為により当該事務をすることを求める者か

ら、当該各号の事務に応じて別に定める期限まで

に、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(222) 略 

(223)～(315の６) 略 

(315の７) 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成27年法律第53号。以下「建築物

省エネ法」という。）第12条第１項又は第13条第

２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確

保計画に係る建築物エネルギー消費性能適合性判

定 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 工場等（工場その他知事が定める建築物をい

う。以下この号及び次号において同じ。）でな

い非住宅部分及び工場等である非住宅部分を有

する建築物の新築に係るもの 次の(ア)及び

(イ)に定める額を合計した額

(ア) 次の表の左欄に掲げる工場等でない非住

宅部分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 略 

２ 300平方メートル以

上、2,000平方メート

ル未満

略 

１件につき346,000円

（簡易評価法の場合

は、137,000円） 
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４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

略 

略 

略 

略 

(イ) 次の表の左欄に掲げる工場等である非住

宅部分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 略 

２ 300平方メートル以

上、1,000平方メート

ル未満

３ 1,000平方メートル以

上、2,000平方メート

ル未満

４ 略 

５ 略 

６ 略 

７ 略 

 略 

１件につき29,000円

（簡易評価法の場合

は、25,000円） 

１件につき40,000円

（簡易評価法の場合

は、35,000円） 

略 

略 

略 

略 

イ～エ 略

(315の８) 略 

(315の９) 建築物省エネ法第35条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定 

次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

（同条第２項の規定により建築基準法第６条第１

項に規定する建築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を受けるよう申出があった場合は、その

額に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項

に定める金額を加算した額） 

ア 住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有す

る建築物に係る建築物エネルギー消費性能向上

計画 次の(ア)及び(イ)に定める額を合計した

額 

(ア) 次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する

部分の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める額 

区分 金額 

建築物省エネ法第35

条第１項各号に掲げ

る基準に適合するこ

とを証する書類とし

て知事が定めるもの

（以下この号におい

て「適合証」とい

う。）の添付がない場

適 合

証 の

添 付

が あ

る 場

合 

３ 略 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

略 

略 

略 

略 

(イ) 次の表の左欄に掲げる工場等である非住

宅部分の床面積の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める額 

区分 金額 

１ 略 

２ 300平方メートル以

上、2,000平方メート

ル未満

３ 略 

４ 略 

５ 略 

６ 略 

略 

１ 件 に つ き 40,000 円

（簡易評価法の場合

は、35,000円） 

略 

略 

略 

略 

イ～エ 略

(315の８) 略 

(315の９) 建築物省エネ法第30条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定 

次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

（同条第２項の規定により建築基準法第６条第１

項に規定する建築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を受けるよう申出があった場合は、その

額に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項

に定める金額を加算した額） 

ア 住宅の用に供する部分及び非住宅部分を有す

る建築物に係る建築物エネルギー消費性能向上

計画 次の(ア)及び(イ)に定める額を合計した

額

(ア) 次の表の左欄に掲げる住宅の用に供する

部分の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める額 

区分 金額 

建築物省エネ法第30

条第１項各号に掲げ

る基準に適合するこ

とを証する書類とし

て知事が定めるもの

（以下この号におい

て「適合証」とい

う。）の添付がない場

適 合

証 の

添 付

が あ

る 場

合 
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合 

１ 略 

２ 一戸建ての住

宅 以外の住宅

（共用部分の性

能を建築物省エ

ネ法第35条第１

項第１号の基準

への適合性の判

定に用いない場

合にあっては、

共 用部分を除

く。） 

(１)～(４) 略 

略 略 

(イ) 略

イ・ウ 略

(315の10) 建築物省エネ法第36条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更

の認定 次のアからウまでに定める額を合計した

額（同条第２項において準用する建築物省エネ法

第35条第２項の規定により建築基準法第６条第１

項に規定する建築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を受けるよう申出があった場合は、その

額に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項

に定める金額を加算した額） 

ア～ウ 略

(315の11) 建築物省エネ法第41条第２項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能基準に適合して

いることの認定 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れに定める額 

ア～ウ 略

(316)～(328) 略 

２ 略 

合 

１ 略 

２ 一戸建ての住

宅 以外の住宅

（共用部分の性

能を建築物省エ

ネ法第30条第１

項第１号の基準

への適合性の判

定に用いない場

合にあっては、

共 用部分を除

く。） 

(１)～(４) 略 

略 略 

(イ) 略

イ・ウ 略

(315の10) 建築物省エネ法第31条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更

の認定 次のアからウまでに定める額を合計した

額（同条第２項において準用する建築物省エネ法

第30条第２項の規定により建築基準法第６条第１

項に規定する建築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を受けるよう申出があった場合は、その

額に鳥取県建築基準法施行条例別表第３の１の項

に定める金額を加算した額) 

ア～ウ 略

(315の11) 建築物省エネ法第36条第２項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能基準に適合して

いることの認定 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れに定める額 

ア～ウ 略

(316)～(328) 略 

２ 略 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項第222号の次に２号を加える改正規定

は、公布の日から施行する。 
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鳥取県監査委員条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年３月30日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第23号 

鳥取県監査委員条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県監査委員条例（昭和23年鳥取県条例第40号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（報告書等の提出期限） 

第８条 知事は、次の表の左欄に掲げる報告書等

を、それぞれ同表の右欄に定める期日までに委員

に提出し、その審査に付さなければならない。 

 

法第150条第５項の規定による

報告書 

翌年度９月

10日 

法第233条第２項の規定による

決算及び証書類等の書類 

 略 

 略 
 

（決算及び書類等の提出期限） 

第８条 知事は、次の表の左欄に掲げる決算及び書

類等を、それぞれ同表の右欄に定める期日までに

委員に提出し、その審査に付さなければならな

い。 

 

 

翌年度９月 

10日 

法第233条第２項の規定による

決算及び証書類等の書類 

 

 略 

 略 
 

（審査の期間） 

第９条 委員は、前条の表の左欄に掲げる報告書等

が審査に付されたときは、当該審査に付された日

から60日以内にその意見を付けて知事に送付しな

ければならない。 

（審査の期間） 

第９条 委員は、前条の表の左欄に掲げる決算及び

書類等が審査に付されたときは、当該審査に付さ

れた日から60日以内にその意見を付けて知事に送

付しなければならない。 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  

 

 


